
Special topics〈特集〉

が
良
い
と
は
言
え
な
い
。
し
か
し
、

こ
れ
ほ
ど
人
が
集
ま
ら
な
い
こ
と
は

な
か
っ
た
。
人
不
足
で
経
営
が
立
ち

行
か
な
く
な
る
の
も
あ
り
得
な
い
話

で
は
な
い
」
と
仕
事
は
あ
っ
て
も
対

応
で
き
な
い
も
ど
か
し
さ
を
語
る
。

　

次
に
、
従
業
員
規
模
別
で
「
不

足
」と
答
え
た
割
合
を
比
較
す
る
と
、

「
20
名
以
下
（
50
・
９
％
）」
か
ら

「
３
０
１
名
以
上
（
79
・
５
％
）」
ま

で
規
模
が
大
き
く
な
る
に
つ
れ
て
、

人
材
不
足
の
割
合
は
高
く
な
る
。

Ｑ
．
人
材
定
着
へ
の
取
組
み

　
「
労
働
時
間
の
管
理
・
短
縮
に
向

け
た
取
組
み
」
が
55
・
０
％
と
最
も

高
く
、
半
数
以
上
が
長
時
間
労
働
の

抑
制
に
力
を
入
れ
て
い
る
。次
い
で
、

「
社
員
教
育
制
度
の
充
実
（
44
・

６
％
）」「
業
務
の
進
め
方
の
見
直
し

（
41
・
４
％
）」
が
高
か
っ
た
。
こ
れ

は
人
材
定
着
と
と
も
に
労
働
基
準
法

の
遵
守
の
意
味
合
い
も
あ
り
、
企
業

に
と
っ
て
は
経
営
上
の
大
き
な
課
題

と
な
っ
て
い
る
。

　

業
種
別
で
比
較
し
た
と
こ
ろ
、
概

ね
ど
の
業
種
で
も
「
労
働
時
間
の
管

理
・
短
縮
に
向
け
た
取
組
み
」
が
高

か
っ
た
。
し
か
し
、
そ
れ
以
外
の
取

組
み
が
高
い
業
種
も
あ
り
、
建
設

業
で
は
「
社
員
教
育
制
度
の
充
実

（
59
・
４
％
）」、
運
輸
業
で
は
「
業

務
の
進
め
方
の
見
直
し（
75
・
０
％
）」

が
最
も
高
か
っ
た
。
こ
の
理
由
に
つ

い
て
、
市
内
の
中
堅
建
設
業
の
総
務

課
長
は
「
社
員
の
資
格
取
得
を
奨
励

し
て
手
当
を
支
給
す
る
こ
と
で
仕
事

へ
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
上
げ
る
。

有
資
格
者
が
増
え
る
と
請
け
負
う
仕

事
の
幅
も
広
が
り
、
業
績
向
上
に
も

つ
な
が
る
」
と
語
る
。

　

各
取
組
み
に
お
い
て
人
材
定
着
に

向
け
力
を
入
れ
て
い
る
業
種
は
次
の

通
り
と
な
っ
た
。

①
「
労
働
時
間
の
管
理
・
短
縮
（
全

体
平
均
55
・
０
％
）」・
・
・「
運

輸
業
（
66
・
７
％
）」「
小
売
業

（
63
・
４
％
）」

②
「
非
正
規
社
員
の
正
社
員
化
な

ど
待
遇
改
善
（
全
体
平
均
21
・

７
％
）」・
・
・「
運
輸
業
（
33
・

３
％
）」「
小
売
業
（
31
・
７
％
）」

③
「
賃
金
引
上
げ
・
改
定
（
全
体
平

均
37
・
８
％
）」・
・
・「
建
設
業

（
50
・
７
％
）」

④
「
女
性
の
就
業
環
境
の
整
備

（
妊
娠
・
出
産
・
育
児
期
の
休

暇
取
得
な
ど
）（
全
体
平
均
37
・

６
％
）」・
・
・「
小
売
業
（
53
・

７
％
）」「
サ
ー
ビ
ス
業
（
47
・

３
％
）」

　

人
材
が
不
足
し
て
い
る「
運
輸
業
」

「
小
売
業
」「
建
設
業
」
で
、
労
働
時

間
の
削
減
、
賃
金
の
引
上
げ
、
非
正

規
社
員
の
正
社
員
化
な
ど
待
遇
全
般

の
改
善
が
図
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

女
性
の
就
業
環
境
の
整
備
が
「
小
売

業
」「
サ
ー
ビ
ス
業
」
で
進
ん
で
い

る
の
は
、
両
業
界
と
も
に
女
性
就
業

者
が
多
い
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
つ
い
て
、
県
内

に
店
舗
を
構
え
る
大
手
小
売
業
の
採

用
担
当
者
は
、「
こ
れ
だ
と
い
う
決

定
打
は
な
い
。
考
え
ら
れ
る
手
を
全

て
打
ち
、
一
人
で
も
多
く
、
確
実
に

採
用
し
た
い
」
と
苦
し
い
胸
の
内
を

語
っ
た
。

Ｑ
．
今
後
取
り
組
み
た
い
（
取
り
組

　
　

む
予
定
の
）
人
材
定
着
策

　

最
も
高
か
っ
た
の
が
「
労
働
時
間

の
管
理
・
短
縮
に
向
け
た
取
組
み
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ま
ず
は〝
働
き
が
い
〞改
革
！

～ 

中
小
企
業
の
人
材
定
着
シ
リ
ー
ズ
①
「
調
査
・
分
析
編
」
～

　

生
産
年
齢
人
口
が
減
少
し
、
企
業

の
人
材
不
足
は
深
刻
で
あ
る
。
県
内

企
業
に
は
人
材
採
用
と
と
も
に
定
着

へ
の
取
組
み
が
求
め
ら
れ
る
中
、「
企

業
の
人
材
定
着
に
関
す
る
調
査
（
主

管
：
会
員
サ
ー
ビ
ス
課
）」
を
行
い
、

取
組
み
状
況
や
課
題
を
探
っ
た
。

Ｑ
．
雇
用
面
で
の
過
不
足
感

　

雇
用
面
で
の
過
不
足
感
に
つ
い
て

は
、「
不
足
し
て
い
る
」
が
64
・
５
％

（「
大
幅
に
不
足
（
７･

１
％
）」「
や

や
不
足
（
57
・
４
％
）」
の
合
計
）

と
少
子
化
を
背
景
と
し
た
売
り
手
市

場
な
ど
に
よ
り
企
業
が
人
材
を
採

用
・
確
保
す
る
厳
し
さ
が
伺
え
る
。

　

業
種
別
で
「
不
足
」
と
答
え
た

割
合
を
比
較
す
る
と
、
全
体
平
均

（
64
・
５
％
）
に
対
し
て
「
運
輸
業

（
75
・
０
％
）」「
建
設
業
（
73
・
５
％
）」

「
小
売
業
（
72
・
５
％
）」
が
高
く
、

こ
の
３
業
種
で
は
特
に
人
材
の
不
足

が
伺
え
る
。

　

市
内
の
中
堅
運
送
業
者
の
経
営

者
は
現
在
の
雇
用
状
況
に
つ
い
て
、

「
我
々
の
業
界
は
決
し
て
雇
用
条
件

企
業
の
人
材
定
着
に
関
す
る

調
査
結
果

「
企
業
の
人
材
定
着
に
関
す
る
調
査
」

○
期　

間　

平
成
₂₉
年
６
／
₁₉
〜
₂₇

○
対　

象　

会
員
企
業
１
０
０
０
社

○
回
答
数　

４
４
２
社（
回
収
率
₄₄
・
２
％
）

和気あいあいとした雰囲気の職場（大栄㈱）

〔業種別〕　　　（％）〔従業員規模別〕　（％）

雇用の過不足感

人材定着への取組み

［業種］［従業員数］［雇用の過不足感］

大幅に
不足
7.1％

20名以下
12.0％

301 名以上
10.0％

その他
10.7％

運輸業
5.4％

小売業
9.3％

建設業
15.7％

卸売業
14.8％

サービス業
16.8％

製造業
27.3％

101～
300 名
17.2％

51～
100 名
16.3％

21～50名
44.5％

やや過剰
2.3％

適正である
33.2％

やや不足
57.4％

大幅に過剰 0％

労働時間の管理･短縮に向けた取組み
社員教育制度の充実
業務の進め方の見直し

賃金引上げ･改定
女性の就業環境の整備

休暇制度の充実（週休2日制など）
非正規社員の待遇改善（正社員化など）

メンタルヘルス対策（相談窓口の設置など）
介護休業･介護離職防止制度の充実
多様な働き方の推進（在宅勤務など）

その他
取り組んでいない

労働時間の管理･短縮に向けた取組み
業務の進め方の見直し
社員教育制度の充実
賃金引上げ･改定

休暇制度の充実（週休2日制など）
多様な働き方の推進（在宅勤務など）

女性の就業環境の整備
メンタルヘルス対策（相談窓口の設置など）
非正規社員の待遇改善（正社員化など）
介護休業･介護離職防止制度の充実

その他
取り組む予定なし

仕事の内容･分担の見直し
仕事の効率アップのための指導

実際の労働時間の把握
適正な人員確保

休日労働に対する代休の付与
経営者･管理職からの呼びかけ

所定外労働の事前届出制の導入
ノー残業デーの設定

労働時間管理･健康管理の研修等
外部委託化の推進

その他
取り組んでいない

人員が不足している

導入コストが大きい

業務上の支障がある
制度の作り方や

取り組み方が分からない
適した仕事･職種がない

従業員の反対がある

その他

特になし
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休暇制度の充実（週休2日制など）
多様な働き方の推進（在宅勤務など）

女性の就業環境の整備
メンタルヘルス対策（相談窓口の設置など）
非正規社員の待遇改善（正社員化など）
介護休業･介護離職防止制度の充実

その他
取り組む予定なし

仕事の内容･分担の見直し
仕事の効率アップのための指導

実際の労働時間の把握
適正な人員確保

休日労働に対する代休の付与
経営者･管理職からの呼びかけ

所定外労働の事前届出制の導入
ノー残業デーの設定

労働時間管理･健康管理の研修等
外部委託化の推進

その他
取り組んでいない

人員が不足している

導入コストが大きい

業務上の支障がある
制度の作り方や

取り組み方が分からない
適した仕事･職種がない

従業員の反対がある

その他
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不足 適正で
ある 過剰

全 体 64.5 33.2 2.3 

20 名 以 下 50.9 45.3 3.8 

21 ～ 50 名 54.9 43.1 2.0 

51 ～ 100 名 74.7 19.7 5.6 

101 ～ 300 名 80.8 19.2 0.0 

301 名 以 上 79.5 20.5 0.0 

不 足 適正で
ある 過 剰

全 体 64.5 33.2 2.3 
運 輸 業 75.0 25.0 0.0 
建 設 業 73.5 23.5 3.0 
小 売 業 72.5 25.0 2.5 
サービス業 66.2 32.4 1.4 
製 造 業 60.5 37.8 1.7 
卸 売 業 54.7 40.6 4.7 
そ の 他 60.9 37.0 2.1 
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多
数
の
県
内
企
業
の
人
材
戦
略
を

支
援
す
る
特
定
社
会
保
険
労
務
士
　

小
玉
隆
一
氏
が
「
人
材
定
着
の
必
要

性
・
ポ
イ
ン
ト
」
を
語
る
！

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
鍵
！

　

人
材
の
定
着
に
苦
労
す
る
企
業
は

多
い
。
大
事
な
こ
と
は
社
員
が
イ
キ

イ
キ
ワ
ク
ワ
ク
す
る
職
場
づ
く
り
で

あ
る
。
社
員
が
主
体
性
を
持
っ
て
仕

事
に
取
り
組
む
よ
う
に
な
る
と
特
別

な
仕
組
み
が
な
く
て
も
社
内
の
業
務

は
ま
わ
る
。
そ
の
た
め
に
は
働
く
人

の
意
識
改
革
が
求
め
ら
れ
る
。

　

し
か
し
、
社
員
の
意
識
を
変
え
る

に
は
課
題
が
あ
る
。
ど
う
働
き
か
け

れ
ば
よ
い
か
、
企
業
は
そ
の
方
法

が
分
か
ら
な
い
。「
社
員
が
何
を
考

え
て
い
る
か
分
ら
な
い
」「
仕
事
へ

の
熱
意
が
感
じ
ら
れ
な
い
」
経
営
者

や
人
事
担
当
者
か
ら
こ
ん
な
話
を
よ

く
聞
く
。
社
員
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
不
足
が
原
因
だ
。

　

社
員
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を

と
る
に
は
普
段
か
ら
の
向
き
合
い
方

が
大
事
。
仕
事
だ
け
で
は
な
く
、
時

に
は
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
の
話
も
す
る
こ

と
で
、
社
員
の
こ
と
を
理
解
で
き

る
。
飲
み
会
・
イ
ベ
ン
ト
な
ど
の
イ

ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
場
も
活
用
し
、
こ

う
し
た
関
係
を
築
く
こ
と
で
、
社
内

の
交
流
が
円
滑
化
し
、
組
織
の
チ
ー

ム
ワ
ー
ク
も
向
上
す
る
。
最
近
、
社

内
報
の
発
行
や
親
睦
会
な
ど
の
回
数

を
増
や
し
て
い
る
企
業
は
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
活
性
化
を
目
的
と
し

て
い
る
も
の
で
あ
る
。

「
仕
事
の
意
義
・
目
的
」
の
明
確
化

　

業
務
命
令
を
す
る
だ
け
で
は
社
員

の
心
を
動
か
せ
な
い
。
仕
事
を
超
え

た
付
き
合
い
方
も
求
め
ら
れ
る
。
病

気
の
時
に
企
業
が
手
厚
く
サ
ポ
ー
ト

し
て
く
れ
た
場
合
、
社
員
は
一
生
そ

れ
を
忘
れ
ず
、
企
業
に
恩
返
し
を
し

た
い
と
思
う
。
ま
た
、
新
入
社
員
の

時
、
先
輩
が
社
会
人
生
活
の
在
り
方

か
ら
し
っ
か
り
教
育
し
て
く
れ
た
こ

と
に
感
謝
し
て
、
そ
の
経
験
を
今
度

は
後
輩
に
実
践
す
る
。
こ
う
し
た
小

さ
な
こ
と
の
積
み
重
ね
が
人
間
味
あ

ふ
れ
る
組
織
の
風
土
を
作
っ
て
い

く
。
企
業
が
社
員
の
た
め
を
思
っ
て

行
動
す
る
こ
と
で
、
企
業
の
た
め
に

頑
張
ろ
う
と
社
員
の
気
持
ち
を
動
か

す
こ
と
が
で
き
る
。
企
業
と
社
員
の

関
係
と
言
え
ど
、
根
底
に
あ
る
の
は

「
人
と
人
と
の
付
き
合
い
」
だ
。

　

こ
う
し
た
社
員
同
士
の
深
い
つ
な

が
り
は
売
上
・
利
益
を
上
げ
る
と
い

う
組
織
の
目
的
達
成
の
大
き
な
武
器

と
な
る
。
組
織
一
丸
と
な
っ
て
最
大

限
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
発
揮
す
る

に
は
、
社
員
が
取
り
組
む
仕
事
の
意

義
・
目
的
を
し
っ
か
り
伝
え
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
頑
張
っ
て
目
標
を
達

成
す
れ
ば
給
料
が
こ
れ
だ
け
増
え
る

な
ど
動
機
づ
け
も
重
要
だ
。
将
来
像

を
明
確
に
示
す
こ
と
で
社
員
の
働
き

が
い
を
生
み
出
せ
る
。

　

ま
た
、
社
員
に
は
組
織
が
向
か
う

方
向
性
を
示
す
べ
き
だ
。
そ
れ
は
数

値
的
な
も
の
に
限
ら
れ
な
い
。
企
業

の
ビ
ジ
ョ
ン
・
社
長
の
思
い
を
語
り
、

社
員
の
共
感
を
得
て
、
と
も
に
夢
を

描
く
。「
企
業
に
必
要
と
さ
れ
て
い

る
実
感
」「
仕
事
を
や
り
遂
げ
た
と

い
う
達
成
感
」
を
社
員
に
持
た
せ
る

こ
と
が
人
材
定
着
に
つ
な
が
る
。

　

福
井
県
の
有
効
求
人
倍
率
（
Ｈ
29

年
６
月
）は
２
・
０
９
倍
で
全
国
ト
ッ

プ
（
全
国
平
均
１
・
51
倍
）。
生
産

年
齢
人
口
の
減
少
で
企
業
の
人
材
確

保
は
ま
す
ま
す
厳
し
く
な
る
。

　

こ
う
し
た
状
況
下
、
今
ま
で
以
上

に
企
業
は
人
材
定
着
に
取
組
む
必
要

が
あ
る
。
例
え
ば
、
10
名
採
用
し
て

５
名
辞
め
た
場
合
と
、
５
名
採
用
し

て
１
名
も
辞
め
な
い
場
合
と
で
は
同

じ
５
名
残
っ
て
い
る
も
の
の
、
人
材

教
育
に
か
か
る
資
金
や
手
間
を
考
え

れ
ば
、
人
材
定
着
は
採
用
以
上
に
重

要
と
言
え
る
。

　

人
材
の
定
着
に
は
長
時
間
労
働
の

是
正
や
業
務
の
進
め
方
の
見
直
し
な

ど
就
業
環
境
の
整
備
、
そ
し
て
風
通

し
の
良
い
組
織
風
土
が
求
め
ら
れ

る
。
し
か
し
、
組
織
風
土
は
一
朝
一

夕
に
は
で
き
な
い
。
社
員
が
「
こ
こ

で
働
き
続
け
た
い
」
と
思
う
こ
と
こ

そ
が
一
番
の
定
着
策
だ
。
そ
の
た
め

に
も
“
働
き
方
”
の
前
に
“
働
き
が

い
”
改
革
が
企
業
に
求
め
ら
れ
る
。

採
用
難
の
時
代
こ
そ

人
材
定
着
が
求
め
ら
れ
る
！
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（
43
・
７
％
）」。僅
差
で
続
く
の
が「
業

務
の
進
め
方
の
見
直
し（
42
・
５
％
）」

で
あ
っ
た
。
前
述
の
「
Ｑ
．
人
材
定

着
へ
の
取
組
み
」
で
示
し
た
通
り
、

既
に
半
数
以
上
が
「
労
働
時
間
の
管

理
・
短
縮
」
を
行
っ
て
い
る
が
、
今

後
も
多
く
の
企
業
か
ら
引
き
続
き
取

り
組
む
意
思
が
伺
え
る
。

　

ま
た
、
こ
れ
と
同
様
に
重
視
さ
れ

て
い
る
の
が
「
業
務
の
進
め
方
の
見

直
し
」で
あ
る
。
あ
る
経
営
者
は「
人

は
も
は
や
採
れ
な
い
前
提
で
経
営
を

考
え
る
べ
き
。
業
務
を
見
直
し
た
と

き
、
ま
だ
ま
だ
無
駄
は
多
く
、
今
の

状
況
は
業
務
を
見
直
す
い
い
チ
ャ
ン

ス
と
前
向
き
に
考
え
て
い
る
」
と
話

す
。
人
口
減
少
は
歯
止
め
が
か
か
ら

ず
、
人
材
不
足
は
も
は
や
既
定
路
線

で
、
人
の
確
保
・
定
着
以
上
に
業
務

の
見
直
し
が
実
は
最
重
要
課
題
な
の

か
も
知
れ
な
い
。
そ
の
た
め
に
も
生

産
性
向
上
に
向
け
て
、
製
造
業
で
あ

れ
ば
社
員
の
多
能
工
化
や
一
層
の
Ｉ

Ｔ
化
の
推
進
を
図
り
、
小
売
業
や

サ
ー
ビ
ス
業
に
お
い
て
は
ま
だ
ま
だ

生
産
性
向
上
の
余
地
は
あ
る
。最
近
、

ス
ー
パ
ー
の
セ
ル
フ
レ
ジ
で
顧
客
が

自
ら
商
品
を
精
算
し
た
り
、
飲
食
業

で
は
席
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
使
っ
て
注

文
す
る
姿
を
当
た
り
前
の
よ
う
に
目

に
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
今
後
、
限

ら
れ
た
人
数
で
業
務
を
進
め
る
た
め

に
は
、
一
層
の
知
恵
や
ア
イ
デ
ア
が

求
め
ら
れ
る
。

Ｑ
．
人
材
定
着
に
取
組
む
際
の
課
題

　
「
人
員
が
不
足
し
て
い
る
」
が

36
・
４
％
と
最
も
高
か
っ
た
。
次
い

で
、「
導
入
コ
ス
ト
が
大
き
い
」
が

21
・
０
％
、「
業
務
上
の
支
障
が
あ
る
」

が
17
・
４
％
と
続
く
。

　

前
述
の
「
Ｑ
．
今
後
取
り
組
み
た

い
（
取
り
組
む
予
定
の
）
人
材
定
着

策
」
で
割
合
が
高
か
っ
た
「
労
働
時

間
の
管
理
・
短
縮
に
向
け
た
取
組
み
」

「
業
務
の
進
め
方
の
見
直
し
」
に
つ

い
て
も
人
材
不
足
・
コ
ス
ト
が
課
題

で
あ
っ
た
。
労
働
時
間
の
短
縮
な
ど

に
取
り
組
み
た
く
て
も
、
人
員
不
足

で
で
き
な
い
。
ま
た
、
業
務
改
善
の

た
め
の
設
備
・
Ｉ
Ｔ
導
入
を
実
施
す

る
に
し
て
も
多
大
な
コ
ス
ト
が
か
か

る
。
企
業
が
人
材
定
着
策
を
講
じ
る

に
あ
た
っ
て
、特
に
「
ヒ
ト
」
と
「
資

金
」
が
支
障
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が

伺
え
る
。

Ｑ
．
人
材
定
着
の
た
め
に
大
事
な
点

　

人
材
定
着
を
図
る
に
あ
た
っ
て
企

業
が
重
要
と
考
え
る
点
に
つ
い
て
、

主
な
意
見
を
ま
と
め
た
。

・
組
織
全
体
（
上
司
と
部
下
な
ど
）

が
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り

や
す
い
環
境
整
備

・
風
通
し
の
良
い
職
場
づ
く
り

・
社
員
へ
の
会
社
の
将
来
像
の
明
示

と
共
有
化

・
仕
事
の
達
成
感
か
ら
生
ま
れ
る
社

員
の
ヤ
ル
気
向
上

・
社
員
の
意
識
改
革

　
「
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り

や
す
い
環
境
・
風
通
し
の
良
い
職
場
」

を
指
摘
す
る
意
見
が
特
に
目
立
っ

た
。
賃
金
・
休
暇
な
ど
の
待
遇
面
以

上
に
、「
社
内
の
人
間
関
係
」
を
人

材
定
着
の
鍵
と
考
え
て
い
る
企
業
が

多
い
。

※
調
査
結
果
の
詳
細
は
福
井
商
工
会

議
所
Ｈ
Ｐ
を
ご
覧
下
さ
い
。
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代表取締役
特定社会保険労務士　小玉隆一　氏
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10.0％

その他
10.7％

運輸業
5.4％

小売業
9.3％

建設業
15.7％

卸売業
14.8％

サービス業
16.8％

製造業
27.3％

101～
300 名
17.2％

51～
100 名
16.3％

21～50名
44.5％

やや過剰
2.3％

適正である
33.2％

やや不足
57.4％

大幅に過剰 0％

労働時間の管理･短縮に向けた取組み
社員教育制度の充実
業務の進め方の見直し

賃金引上げ･改定
女性の就業環境の整備

休暇制度の充実（週休2日制など）
非正規社員の待遇改善（正社員化など）

メンタルヘルス対策（相談窓口の設置など）
介護休業･介護離職防止制度の充実
多様な働き方の推進（在宅勤務など）

その他
取り組んでいない

労働時間の管理･短縮に向けた取組み
業務の進め方の見直し
社員教育制度の充実
賃金引上げ･改定

休暇制度の充実（週休2日制など）
多様な働き方の推進（在宅勤務など）

女性の就業環境の整備
メンタルヘルス対策（相談窓口の設置など）
非正規社員の待遇改善（正社員化など）
介護休業･介護離職防止制度の充実

その他
取り組む予定なし

仕事の内容･分担の見直し
仕事の効率アップのための指導

実際の労働時間の把握
適正な人員確保

休日労働に対する代休の付与
経営者･管理職からの呼びかけ

所定外労働の事前届出制の導入
ノー残業デーの設定

労働時間管理･健康管理の研修等
外部委託化の推進

その他
取り組んでいない

人員が不足している

導入コストが大きい

業務上の支障がある
制度の作り方や

取り組み方が分からない
適した仕事･職種がない

従業員の反対がある

その他

特になし
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7.5％

2.9％

3.6％

今後取り組みたい（取り組む予定の）人材定着策

人材定着に取り組む際の課題


